
（単位：千円）

金 額 金 額

流  動  資  産 3,089,698 流  動  負  債 1,168,415

現 金 及 び 預 金 980 買 掛 金 160,720

売 掛 金 548,406 未 払 金 231,179

仕 掛 品 548,027 未 払 事 業 所 税 6,595

貯 蔵 品 232 未 払 法 人 税 等 57,810

前 払 費 用 77,114 未 払 費 用 104,105

短 期 貸 付 金 1,910,243 契 約 負 債 11,235

未 収 入 金 4,485 預 り 金 8,663

立 替 金 207 役 員 賞 与 引 当 金 15,313

賞 与 引 当 金 518,000

固  定  資  産 896,494 そ の 他 引 当 金 22,273

有 形 固 定 資 産       357,243 未 払 消 費 税 32,518

建 物 附 属 設 備 268,505

工 具 器 具 及 び 備 品 88,737 固  定  負  債 398,745

無 形 固 定 資 産       13,496 長 期 未 払 金 253,005

ソ フ ト ウ ェ ア 13,496 退 職 給 付 引 当 金 689

投資その他の資産 525,754 資 産 除 去 債 務 145,050

差 入 保 証 金 183,053

長 期 前 払 費 用 9,146 1,567,161

繰 延 税 金 資 産 333,555

株  主  資  本

資      本      金 200,000

利　益　剰　余　金 2,219,031

利 益 準 備 金 50,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,169,031

別 途 積 立 金 1,496,000

繰 越 利 益 剰 余 金 673,031

2,419,031

3,986,192 3,986,192

（注）⾦額は、千円未満を切り捨てて表⽰しております。

貸　 借 　対 　照 　表
（ 2026年3月31日現在 ）

科 目 科 目

資 産 の 部 負 債 の 部

負 債 合 計

純 資 産 の 部

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計
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個別注記表

自 2025年 4月 1日

至 2026年 3月31日

（会社名） 株式会社バンダイナムコフォージデジタルズ

１・ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準および評価方法

ゲームソフト等の仕掛品

個別法による原価法

貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して

おります。

その他

総平均法による原価法

貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して

おります。

（２） 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。

建物附属設備 ８年～１５年

工具器具及び備品 ４年～１５年

② 無形固定資産

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく

定額法によっております。



（３） 引当金の計上基準

① 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。

② 役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

③ 退職給付引当金

確定拠出年金制度の加入者で、事業主掛金がＤＣ年金規約に定める拠出限度額を

超える場合、その超えた金額を退職時に一時金として支給することとし、期末時点の

要支給額に相当する金額を計上しております。

④ 株式給付引当金

当社グループ株式の給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基づき計上

しております。

（４） 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益は、主にゲームソフトの受託開発によるもので

あり、顧客に対してゲームソフトの開発データを納品し、検収を受けた時点で顧客が

当該開発データに対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していること

から、開発データの検収を受けた時点で収益を認識しております。

（５） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

② 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）に従っ

て、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

並びに開示を行っております。

２・ 当期純利益金額

３９０,９９９,２７５円

以上




